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Ⅰ. はじめに

　スーパーマーケットやGMSにて，商品が多
すぎるために比較検討して選択することが面倒
になり，いつも購入しているブランドを購入し
たり，むしろ購入しない（購買延期）というよ
うな経験はないだろうか。選択肢が多くなると
迷いが生じてかえって購入率が下がるというよ
うな現象は「決定麻痺現象」と呼ばれ，質問
紙実験を用いて検証されてきた（Tversky and 
Simonson 1993）。またIyengar and Lepper（2000）
は，フィールド実験を通じてこうした現象が現
実の消費者行動でも発生していることを確認し
た。一方，多くの選択肢は，消費者を満足させ
る可能性を高め，個々人に対応可能であるとい
う研究（Anderson 2006）や，異なるアイテム
の数を減らすことは明らかに売上減少に影響

するという研究（Boatwright and Nunes 2001; 
Borle et al., 2005; Dreze et al., 1994）も存在す
る。メーカーや小売業者は，消費者の購買にお
ける選択機会を広げるために多くの選択肢を提
供することを優先してきたが，選択肢が多すぎ
るとかえって問題があるのではないかと考えら
れているのが現状である。
　メーカーサイドからすれば，小売店で数多く
陳列された商品群から，消費者に妥協選択や選
択回避をさせずに自社商品を進んで選択しても
らいたいと考えるのが常であろう。本研究では，
このような対策のために「妥協効果」の軽減を
考える。
　近年，妥協効果が軽減する要因として，タ
イムプレッシャー（Dhar et al., 2000）や決定
延期オプションの存在（Dhar and Simonson 
2003），商品の熟知度が高い人（Sheng et al., 
2005），ブランドのなじみ（Sinn et al., 2007）
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がある場合などが主張されているが，これらの
軽減要因とは別に，本研究では「ターゲットセ
グメントに合致した適切な製品属性の提示」が
重要であることを提案する。
　そのために「制御焦点理論」（Higgins 1997）
を用い，促進焦点に動機づけられた消費者と予
防焦点に動機づけられた消費者を設定するとと
もに，各対象商品（本研究では歯磨き粉と洗濯
用粉末洗剤を用いる）別に，カテゴリカル属
性を促進（promotion）型と予防（prevention）
型に分類する。そして商品ごとに，促進焦点に
動機づけられた消費者には促進型のカテゴリカ
ル属性を，一方，予防焦点に動機づけられた
消費者には予防型のカテゴリカル属性を呈示
する。それにより，促進焦点に動機づけられた
消費者には促進型カテゴリカル属性をシグナル
し，予防焦点に動機づけられた消費者には予防
型カテゴリカル属性をシグナルすることで，妥
協効果が軽減することを検証する。そして，理
論的貢献として妥協効果の軽減要因に新たな一
要因を示すとともに，実務的貢献として適切な
商品陳列の方法を提示する。

　以下，本論文では，2節で先行研究として
妥協効果と制御焦点理論，制御適合理論のレ
ビューを行い，3節でレビュー結果に基づいた
調査仮説を構築し，4節で製品のカテゴリカル
属性を促進型と予防型に分類する予備調査を，
5節で本調査として歯磨き粉と洗濯用粉末洗剤
を用いて検証した妥協効果の測定を報告し，最
後に6節で本研究の貢献と今後の課題を述べる。
　

Ⅱ. 先行研究

1. 妥協効果（compromise effect）
　妥協効果（Simonson 1989）は，妥協的，あ
るいは中間的な選択肢が選択されやすくなる現
象である。図−1のように，基本集合であるA
とBに，Bよりも極端な選択肢Cを加えること
により，ターゲット選択肢Bが妥協的選択肢と
なり，その結果，基本集合AとBの2選択肢の
ときに比べ，選択されやすくなることが示され
ている。
　概して妥協効果は，基本集合と拡張された集
合間における選択肢の選択確率を比較するこ

図 —— 1　基本集合と拡張された集合に基づく妥協効果
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とにより測定され（Chernev 2004a; Simonson 
and Tversky 1992），多くの研究で検証されて
きた（Simonson 1989; Sinn et al., 2007; Drolet, 
Luce, and Simonson 2009; Ha, Park, and Ahn 
2009; Levav, Kivetz, and Cho 2010）。今，基本
集合{A, B}と，Cを加え拡張された集合{A, B, C}
がある（図−1）。そのとき，P（B¦{A, B, C}）を
拡張した集合{A, B, C}におけるブランドBの選
択確率とし，P（A¦{A, B, C}）を拡張した集合{A, 
B, C}におけるブランドAの選択確率とすると，
拡張した集合{A, B, C}におけるブランドAの選
択確率に対するブランドBの選択確率は，

　　　　　　　　　　　　　　　（1）
　となり，妥協効果は，

　　　　　　　　　　　　　　　（2）
　で測定される。ΔP B は，基本集合{A, B}に
ブランドCが追加された{A, B, C}のときの，ブ
ランドAに対するブランドBの選択確率の変
化である（Mourali, Bockenholt, and Laroche, 
2007）。
　一方，妥協効果は，その他の要因との組み合
わせにより，効果が軽減される場合があると近
年の研究で検証されている（表−1）。
　第1に制限時間（タイム・プレッシャー）で
ある。意思決定を一定の（短い）期間内に行わ
なければならない場合には，省力的なプロセス
により意思決定が行われるようになり（Dhar, 
Nowlis, and Sherman 2000），その結果，優れ
た特徴を持つ選択肢に対する注目が増加する

（Svenson and Benson 1993） と さ れ て い る。
そのような状況では，相対的に劣った特徴を持
たないかわりに優れた特徴も持たない妥協的な
選択肢が選択されにくくなり，妥協効果は減少
する（Dhar et al., 2000）。
　第2に決定延期オプションの存在である。現
実の意思決定場面には，どの選択肢も選択しな
くてよい場面も存在しうる（Dhar 1997）。「ど
れも選択しない」という選択肢（非選択選択肢：
no-choice option）を加えた場合には，魅力的
な選択肢がないことなど，様々な理由により非
選択選択肢が選択されることが知られている

（Tversky and Shafir 1992）。このとき，妥協
効果は減少する（Dhar and Simonson 2003）。
　第3に資源の消耗である。つまり自分で制御
できる処理資源を消耗させる課題の後，妥協効
果は減少する（Amir et al., 2005）。
　第4に消費者の製品知識レベル，製品属性
の重視度レベルが高い場合である。Alba and 
Hutchinson（1987）は消費者の知識を精通性
と専門性に分類したが，消費者が製品に精通し
ている場合，情報処理を活性化することから，
積極的に新たな情報を収集し効率的に探索を行
う。その結果，妥協効果が減少することになる

（Sheng et al., 2005）。
　第5にブランドのなじみである。なじみのあ
るブランドネームを持つ製品が存在する場合，
もしくは妥協的・中間的な選択肢のなじみが
相対的に薄いとき，妥協効果は減少する（Sinn 
et al., 2007）。
　本研究テーマは，妥協効果の軽減要因に新た
な側面，つまり「ターゲットセグメントに合致
した適切な製品属性の提示」による軽減要因を
提案するのである。
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2. 制御焦点理論（regulatory focus theory）
　制御焦点理論は，目標における焦点状態

（focus）の違いが人々の行動制御に影響を与
えるという理論であり，Higgins（1997）に
よって概念化された。焦点状態には促進焦点

（promotion focus） と 予 防 焦 点（prevention 
focus）の二つがある。
　促進焦点に動機づけられた人々はポジティブ
な結果の有無に着目し，予防焦点に動機づけら
れた人々はネガティブな結果の有無に注目する
と考えられている。また，成長や願望のプライ
ミングが促進焦点を引き起こし，安全や義務の
プライミングが予防焦点を引き起こすことな
ど，いくつかの特性がHiggins（1997）によっ
てまとめられている。
　つまり，促進焦点のシステムは，目標を理想

（ideal）として認識し，希望や期待を叶えるた
めにできる限り高い成果を達成することを目指
す一方で，予防焦点のシステムは，目標を義務

（ought）として認識し，自らが負う責任とし
て果たさなければならない最低限のことを確実
にクリアしようとする。
　またHiggins（2000）は，人がある活動に従
事するとき，現在の目標傾向や制御関心を維持

するような方法を用いることによって生じると
いう制御適合（regulatory fit）を概念化した。
その概念をまとめたのが図−2である。つまり，
自己制御の志向性（regulatory orientation）を
維持するような手段を用いるときに，人は制御
適合を経験する。自己制御における“志向性”
と“手段”の組み合わせの中には，適合するも
のと不適合なものがある。たとえば営業で良い
成績を取るために熱望方略（eager strategy）
では，既存顧客以外に新規顧客に対しても営業
を行う。これは促進焦点志向と適合する。一方，
警戒方略（vigilant strategy）では，すべての
既存顧客をまわるよう気をつける。これは予防
焦点志向と適合する。そして，目標を追求する
とき，制御適合する方略を用いた場合の方が，
不適合な方法を用いた場合よりも，その行為に
強く関与する。また，肯定的反応/否定的反応
のどちらに対しても正当感（feeling right）を
経験するため，制御適合する行為に対して，よ
り評価的に極端な反応をする。
　消費者の行動を説明する上で，目標や動機づ
けが重要であるという認識が増えるにつれ，制
御焦点理論は，様々な視点から消費者行動研究
領域に用いられてきた（Aaker and Lee 2001; 

表 —— 1　妥協効果の表われ方を変化させる要因に関する研究結果の要約

田村（2005） ，都築, 松井, 木村（2006）に加筆修正
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Chernev 2004b; Pham and Avnet 2004; Zhou 
and Pham 2004; Zhu and Meyers-Levy 2007; 
Mogilner, Aaker, and Pennington 2008） が，
ここでは本研究のテーマである選択ないしは意
思決定に関連する文脈での適用をみていく。
　まず，制御志向性が意思決定に与える影響と
して，制御関連（regulatory relevance）と制
御適合（regulatory fit）による要因が考えられ
るが，前者の効果として，Aaker and Lee（2001）
では，それぞれ促進的/予防的にフレーミング
された説得メッセージを呈示したとき，参加者
の制御志向性とメッセージの特徴が関連してい
る場合，すなわち促進志向に動機づけられた参
加者に促進フレームを，予防志向に動機づけら
れた参加者に予防フレームを呈示した場合に，
より説得されやすかった。一方，後者の効果と
して，Higgins et al.（2003）では，制御適合す
る選択方略を用いてコーヒーマグを選んだ場
合，不適合な方略を用いた場合よりも40％も

高い値段をつけた。また，Lee and Aaker（2004）
では，商品広告において，促進目標（エネルギー
を高める，人生を楽しむ）と熱望方略フレーミ
ング（購入による利益を強調）を組み合わせる
と，警戒方略フレーミング（非購入による損失
を強調）よりも購買意欲を高めた。一方，予防
目標（不健康や病気を防ぐ）の場合は逆であっ
た。またメッセージ内容の記憶や，支持の理由
として挙げた個数においても，制御適合の場合
の方が不適合の場合よりも優れていた。
　以上から，促進焦点にフレーミングされた消
費者は，促進的な情報に強く動機づけられ，予
防焦点にフレーミングされた消費者は，予防的
な情報に強く動機づけられ，各々の行動へと結
びつくことが予想される。
　
　ところで，そもそもスーパーマーケットや
GMSに陳列された日用品の多すぎる選択肢に
対して，たいていの消費者は知識や関与が低

図 —— 2　制御適合理論の概念図
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く，情報処理レベルも低い。価格やブランドと
いった限られた情報で評価・選択しているのが
実情である（e.g., Miyazaki et al., 2005; Sinn et 
al., 2007）。また，過去の妥協効果の説明は，2
つの単調な属性に焦点をあてた少ない代替選択
肢によるシンプルな選択集合であったが，現実
は選択肢のカテゴリカルな属性や量的な属性に
おける情報を消費者は使用する。量的属性に対
してカテゴリカル属性とは，2つ以上の特徴で
構成している重要な/目立つ属性である。たと
えば，カメラ付き携帯電話の場合，量的属性は
重さや画面サイズなどであるが，カテゴリカル
属性はノキアやサムスンといったブランド名や
折りたたみ式といった電話のタイプなどである

（Ha, Park, and Ahn 2009）。これらの点を考慮
し，本研究では仮説を構築していく。
　

Ⅲ. 調査仮説

1. 仮説構築
　人々は，制御焦点と適合する方略を使用する
ときに，より肯定的に感じ，より強く動機づけ

られる（Idson et al., 2000）。その制御適合の影
響としては，説得されやすくなる（e.g., Aaker 
and Lee 2001; Lee and Aaker 2004），課題成
績が向上する（e.g., Shah et al., 1998），対象の
主観的価値が高められる（e.g., Higgins et al., 
2003），選好度合いが高まる（e.g., Florack and 
Scarabis 2006; Wang and Lee 2006）ことなど
が検証されてきた。われわれの日常生活では多
くの場合，促進焦点的・予防焦点的情報の両方
に接している。また人の情報処理能力には限界
があり情報選択が必要である。これらの前提を
ふまえて考えると，人は制御目標に適合するよ
うに，能動的に情報や方略の選択を行っている

（Wang and Lee 2006）。だとすれば，促進焦点
にフレーミングされた参加者は，促進的な情報
により強く動機づけられ，一方，予防焦点にフ
レーミングされた参加者は，予防的な情報によ
り強く動機づけられ，そのような状況下では妥
協選択を軽減させるのではないだろうか。よっ
て，本研究では以下のような仮説を検証する（図
−3）。
　

図 —— 3　　仮説
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仮説：
促進焦点に制御プライミングされた消費者に対
し「促進（promotion）型のカテゴリカル属性」
を，予防焦点に制御プライミングされた消費者
に対し「予防（prevention）型のカテゴリカル
属性」をシグナルすることで，妥協効果が軽減
される。
　
2. リサーチ・デザイン
　歯磨き粉と洗濯用粉末洗剤を用いて検証す
る。まず予備調査を行い，歯磨き粉と洗濯用粉
末洗剤のカテゴリカル属性を促進（promotion）
型属性と予防（prevention）型属性に分類する。
Wang and Lee（2006）では，参加者に歯磨き
粉の製品属性リストを見せ，促進型，予防型，
どちらでもない，の3グループのいずれかに分
類させ，80％以上の参加者が分類した属性のみ
をそれぞれ使用している。予備調査後，本調査
の分析において，5.1で制御目標のプライミン
グを行い，促進焦点にプライミングする参加者
と予防焦点にプライミングする参加者について
述べ，5.2で制御目標のプライミングにおける
マニピュレーションチェックについて述べ，5.3
で歯磨き粉と洗濯用粉末洗剤における選択問題
から，妥協効果の測定を示す。
　

Ⅳ. 予備調査

　歯磨き粉と洗濯用粉末洗剤のカテゴリカル属
性を促進型と予防型，どちらでもない，の3グ
ループに分類する（Wang and Lee 2006）。ま
ず，歯磨き粉のカテゴリカル属性として，「息
をさわやかにする」，「むし歯予防」，「ブランド」，

「歯を白くする」，「歯肉炎予防」，「価格」，「歯

をエナメル強化する」，「味」，「歯垢コントロー
ル」の9つを呈示し分類させる。また，洗濯用
粉末洗剤のカテゴリカル属性としては，「漂白
パワー」，「ブランド」，「洗浄力・抗菌力」，「香
り」，「消臭」，「色あせ・縮み防止」，「柔軟仕上
げ」，「価格」の8つを呈示し分類させる。そして，
各属性に分類した人数の多い，上位2つのカテ
ゴリカル属性をそれぞれ促進型カテゴリカル属
性，予防型カテゴリカル属性として本調査では
採用する。
　予備調査は2013年4月16日，慶應義塾大学
大学院経営管理研究科修士課程の学生115名を
対象に行い，有効回答数は88であった。結果
は，歯磨き粉において，最も多くの学生が促進
型カテゴリカル属性と回答したのは「歯を白く
する」の78名，次に多かったのは「息をさわ
やかにする」の69名であった。同様に予防型
カテゴリカル属性と回答したのは「歯肉炎予防」
の77名，次に多かったのは「むし歯予防」の
75名であった。どちらでもないと回答したの
は「価格」の64名，次いで「ブランド」の53
名であった。一方，洗濯用粉末洗剤において，
最も多くの学生が促進型カテゴリカル属性と回
答したのは「漂白パワー」の73名，次に多かっ
たのは「柔軟仕上げ」の64名であった。同様
に予防型カテゴリカル属性と回答したのは「色
あせ・縮み防止」の69名，次に多かったのは

「消臭」の58名であった。どちらでもないと回
答したのは「価格」の60名，次いで「ブランド」
の50名であった（表−2，表−3）。
　以上より，本調査で用いる各商品のカテゴリ
カル属性は，歯磨き粉では，促進型カテゴリカ
ル属性に「歯を白くする」，「息をさわやかにす
る」を，予防型カテゴリカル属性に「歯肉炎予
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防」，「むし歯予防」を採用する。また洗濯用粉
末洗剤では，促進型カテゴリカル属性に「漂白
パワー」，「柔軟仕上げ」を，予防型カテゴリカ
ル属性に「色あせ・縮み防止」，「消臭」を採用
する。
　

Ⅴ. 本調査

　本調査は2013年5月17日～ 5月19日，株式
会社ネオマーケティングの運営サイト「アイリ
サーチ」のモニターを使用し行った。調査対象
は全国の主婦20歳～ 69歳であり，有効回答数
は，促進焦点にプライミングする調査で80名，
予防焦点にプライミングする調査で80名の合
計160名であった。
　
1. 制御目標のプライミング
　制御目標のプライミングを行い，促進焦点に
プライミングする参加者と予防焦点にプライ
ミングする参加者を操作する。制御焦点の活
性化の操作方法として，代表的な手法の1つで

ある「制御目標のプライミング」を用いる。こ
の手法では，参加者自身が理想として叶えたい
と思っていること，あるいは義務として果たす
べきだと思っていることについて自由記述させ
るという手続きをとる。前者の場合は理想目標
をプライミングして促進焦点を活性化させ，後
者の場合は義務目標をプライミングして予防
焦点を活性化させる。このように制御目標をプ
ライミングするという手法は先行研究において
多数の使用例があり，制御焦点の活性化操作と
して有効な手段であることが確かめられている

（Freitas, Liberman, and Higgins 2002; Higgins, 
et al.,　2003; Liberman, et al., 1999; Molden 
and Higgins 2004; Wang and Lee 2006）。
　 本 研 究 で は Mourali, Bockenholt, and 
Laroche（2007）にならい，2段階で質問する
ことにし，参加者は以下のような質問に対して
自由記述式で回答した。
　促進焦点条件の質問は，
　第1段階として
　「世の中には数多くの商品・サービスがあり

表 —— 2　歯磨き粉におけるカテゴリカル属性分類

単位：人数（有効回答数88）

表 —— 3　洗濯用粉末洗剤におけるカテゴリカル属性分類

単位：人数（有効回答数88）
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ふれていますが，それらを自由に何でも使用で
きるとして，日常生活の中で，あなたが達成し
たい願望（desires）や理想（ideals）は何ですか」
　であり，
　第2段階として
　「あなたにとって重要かつ成し遂げたいこと
で，理想的に（思い通りに）実現したことは何
ですか」
　とした。
　一方，予防焦点条件の質問は，
　第1段階として
　「世の中には数多くの商品・サービスがあ
りふれていますが，われわれが日々の生活で
使用している商品・サービスは限られてい
ます。そのような中で，あなたがすべき責任

（responsibilities）や義務（duties）は何ですか」
　であり，
　第2段階として
　「トラブルや困難なことから自らを守るべく，
気をつけたことは何ですか。そのトラブルや困
難も含め記入して下さい」
　とした。
　また各質問に対する回答時間は5分間であっ
た。
　
　このように，本研究では制御目標のプライミ
ングを用い参加者を分類し，促進型カテゴリカ
ル属性と予防型カテゴリカル属性を彼らに呈示
することにより，妥協効果の軽減を検証してい
く。
　消費者行動研究において，1970年代以降，
消費者の行動を「能動的」な問題解決行動とし
て捉えることが主流となり，問題認識によって
生まれる動機要因（目標や欲求など）の解明が

極めて重要なテーマとなった。この意味におい
て，「制御目標のプライミング」を用いることは，
マーケティング戦略を構築する際に考慮すべく
消費者行動研究においても意義がある。
　一般的に，消費者は，ある製品を購入する際，
その製品を使用することによって，「・・・に
なりたい」「・・・を叶えたい」「・・・に気を
つけたい」「・・・をしなくてはならない」な
どという目標を有す。歯磨き粉売り場を想像し
てみてほしい。今，歯磨き粉を購入しようと売
り場を訪れたとして，目の前に，恐怖とも思え
るような虫歯画像の広告があった場合，もしく
は，歯肉炎や歯槽膿漏を患った人のコメント入
りのポスターがあった場合，おそらく，「虫歯
や歯肉炎には気をつけよう」という思いに駆ら
れるに違いない。一方，歯が白いタレントが笑
顔で笑っている広告や，息が爽やかになって快
適な暮らしをする人のPOP映像などを目にし
たら，おそらく，「歯を白くして人前で笑いた
い」「息を爽やかにして快適な生活をおくりた
い」という思いに駆られるに違いない。
　「制御目標のプライミング」では，促進焦点
を活性化させるために願望や理想を尋ね，予防
焦点を活性化させるために責任や義務を尋ねて
自由回答させているわけだが，上述した歯磨き
粉売り場の事例のように，マーケッターが提案
できるプロモーション方法を構築する際，願望
や理想を思い描かせるプロモーションにより，
消費者を促進焦点に動機づけることができ，一
方，責任や義務を思い描かせるプロモーション
により，消費者を予防焦点に動機づけることが
できると考えられる。よって，実際のマーケティ
ング戦略上，重要なインプリケーションを有し
ているがゆえに，本研究で用いた「制御目標の
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プライミング」の操作方法は，日常生活あるい
はマーケティング文脈の中で妥当な操作になっ
ていると考えられる。
　
2. 制御目標のプライミングにおけるマニピュ

レーションチェック
　制御目標のプライミングにおけるマニピュ
レーションチェックを行う。尾崎・唐沢（2011）
では，促進焦点時に示される志向性を「利得接
近志向」，予防焦点時に示される志向性を「損
失回避志向」と命名しており，本研究において
もこれにならう。利得接近志向と損失回避志向
の測定法は，PPFS邦訳版（尾崎・唐沢 2011）
を用いる。これは，制御焦点に関する目標志
向性の強さを測定する尺度であるPromotion/
Prevention focus scale（Lockwood, Jordan, 
and Kunda 2002）を日本語訳したものであり，
肯定的な結果や成功などといった利得について
頻繁に考えたり獲得したいと強く思ったりする
傾向を測定する利得接近志向尺度と，否定的な
結果や失敗などといった損失について頻繁に考
えたり防ぎたいと強く思ったりする傾向を測定
する損失回避志向尺度の2つの下位尺度から構
成される。
　促進焦点にプライミングする調査票，予防焦
点にプライミングする調査票，ともに利得接近
志向尺度の信頼性（α= .88, .88）も損失回避志
向尺度の信頼性（α= .87, .86）も十分に高かっ
た。
　そこで，促進焦点にプライミングする調査票
における80名による利得接近志向の合計の平
均値4.17と損失回避志向の合計の平均値4.19と
の t 検定を行った。結果は t （158）=-0.102，p 

= .919であった。同様に，予防焦点にプライミ

ングする調査票における80名による利得接近
志向の合計の平均値4.04と損失回避志向の合計
の平均値4.13とのt検定を行った。結果は t （158）
=-0.512，p = .609であった。すなわち各プライ
ミング操作がうまくいかなかった。
　ゆえに，促進焦点にプライミングする調査票，
予防焦点にプライミングする調査票において，
前者では利得接近志向の合計の平均値が損失回
避志向の合計の平均値より高い参加者42名を
抽出し，一方，後者では，損失回避志向の合計
の平均値が利得接近志向の合計の平均値より高
い参加者46名を抽出することにした。そして，
上記同様のt検定を行った結果，前者は t  （82）
=-2.8821，p = .005， 後 者 は t （90）=-3.629，p 

= .0005であった。これにより，促進焦点のプ
ライミングに成功した42名と予防焦点のプラ
イミングに成功した46名の調査データのみを
使用することにした。
　
3. 妥協効果測定
3.1 価格の影響への対応
　歯磨き粉と洗濯用粉末洗剤における選択問題
から，妥協効果の測定を行う。ところで本研究
では，カテゴリカル属性（促進型・予防型）と
価格の2軸を用い，妥協効果の測定を行うため，
当然，価格の影響は大きい。そこで価格の影響
への対応を行った。
　たとえば歯磨き粉の場合，問1で「あなたが
いつも購入している歯磨き粉の価格を以下か
らお選び下さい」という質問に対し，5つの選
択肢（1. 200円未満，2. 200円～ 300円未満，3. 
300円～ 400円未満，4. 400円～ 500円未満，5. 
500円以上）から回答してもらい，その回答結
果から，問2の「今，以下の2つの歯磨き粉が



134

Japan Marketing Academy

マーケティングジャーナル Vol.34 No.4（2015）
http://www.j-mac.or.jp

論文

あります。あなたはどちらを購入しますか」と
いう質問に対し，問1で1と答えた参加者には，
問2の選択肢は1. 属性度=7かつ価格198円，2. 
属性度=3かつ価格98円の2つの選択肢を設け，
問1で2と答えた参加者には，問2の選択肢は1. 
属性度=7かつ価格298円，2. 属性度=3かつ価
格148円の2つの選択肢を設け，価格を調整した。
問1で3，4，5と答えた参加者に対しても同様
である。（付録参照）。
　
3.2 妥協効果測定
　Mourali, Bockenholt, and Laroche（2007）
にならい，式（2）の

　により妥協効果を測定する。結果は表−4の
とおりである。表−4の表頭は，制御目標のプ
ライミングによる促進焦点と予防焦点，そして
歯磨き粉，洗濯用粉末洗剤の促進型カテゴリカ
ル属性（歯を白くする，息をさわやかにする，
漂泊パワー，柔軟仕上げ）と予防型のカテゴリ
カル属性（歯肉炎予防，むし歯予防，色あせ・
縮み防止，消臭）を示している。一方，表側は，
基本集合{A, B}における各AとBの選択確率，
また拡張された集合{A, B, C}における各A，B，
Cの選択確率，そして拡張された集合{A, B, C}
におけるブランドAの選択確率に対するブラン
ドBの選択確率と，基本集合{A, B}にブランド
Cが追加された{A, B, C}のときの，ブランドA
に対するブランドBの選択確率の変化であるΔ
P Bを示している。
　ΔP B をみると，促進焦点にプライミングし
た参加者に対しての歯磨き粉の場合，「歯を白
くする（ΔP B ＝ - .012）」，「息をさわやかにす

る（ΔP B ＝ - .011）」となり，洗濯用粉末洗剤
の場合，「漂白パワー（ΔP B＝- .086）」，「柔軟
仕上げ（ΔP B ＝ - .034）」となった。一方，予
防焦点にプライミングした参加者に対しての歯
磨き粉の場合，「歯肉炎予防（ΔP B ＝ - .01）」，

「むし歯予防（ΔP B＝- .005）」となり，洗濯用
粉末洗剤の場合，「色あせ・縮み防止（ΔP B＝ 
.068）」，「消臭（ΔP B＝- .057）」となった。
　これらのΔP B に対して，促進焦点プライミ
ングに成功した42名と予防焦点プライミング
に成功した46名に関して，二項分布に基づく
検定を行った。
　二項検定における帰無仮説は，基本集合{A, B}
が存在するときのブランドBを選択する確率P

（B¦{A, B}と，ブランドCを加え拡張された集合
{A, B, C}が存在するときのブランドAに対する
ブランドBの選択確率P（B¦{A, B}; {A, B, C}）は
等しい，とし妥協効果は軽減され存在しないと
いう帰無仮説を設定した。たとえば，促進焦点
プライミングに成功した42名に対し，歯磨き
粉の促進型カテゴリカル属性である「歯を白く
する」をシグナルしたとき，拡張集合でのAか
Bの選択者数は28名，拡張集合でのBの選択者
数は23名であった。拡張集合において，ブラ
ンドAに対するブランドBの選択確率P（B¦{A, 
B}; {A, B, C}）は，式（1）より，23÷28=0.821
であった。一方，基本集合でのBを選択した参
加者の確率は，P（B¦{A, B}=0.833であったので，
これら両者が等しいとする帰無仮説の下で二項
検定を行った結果，二項分布の確率水準はp= 
.511であり，帰無仮説は受容され，妥協効果が
軽減され存在しないことが確認された。「息を
さわやかにする」，洗濯用粉末洗剤の「漂白パ
ワー」「柔軟仕上げ」をシグナルしたときも同
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様に，帰無仮説は受容され，妥協効果が軽減さ
れ存在しないことが確認された。予防焦点プラ
イミングに成功した46名に対して歯磨き粉の
2つのカテゴリカル属性および洗濯用粉末洗剤
の2つのカテゴリカル属性をシグナルしたとき
も，同様の結果が確認され，帰無仮説は受容さ
れ，妥協効果が軽減され存在しないことが確認
された。すなわち，すべての場合において，基
本集合{A, B}が存在するときのブランドBを選
択する確率P（B¦{A, B}と，ブランドCを加え拡
張された集合{A, B, C}が存在するときのブラン
ドAに対するブランドBの選択確率P（B¦{A, B}; 
{A, B, C}）は統計的に有意に異なっておらず，
妥協効果が軽減され存在しないことが確認され
た。
　以上より，予防焦点にプライミングした参加
者に対する洗濯用粉末洗剤の「色あせ・縮み防
止」という予防型カテゴリカル属性を示した場
合のΔP B は正であるが統計的に有意でなく妥

協効果は軽減され存在しないことが確認され，
さらに他の場合は全てΔP B はマイナスの値と
なり，統計的に有意でなく妥協効果が軽減され
存在しないことが確認された。この結果から，
促進焦点に制御プライミングされた消費者に対
し「促進（promotion）型のカテゴリカル属性」
を，予防焦点に制御プライミングされた消費者
に対し「予防（prevention）型のカテゴリカル
属性」をシグナルすることで，妥協効果は軽減
するという仮説が検証された。
　

Ⅵ. 本研究の貢献と今後の課題

1. 本研究の貢献
　本研究では，「妥協効果」の軽減を検討した。
まず理論的貢献として，妥協効果の軽減要因に
新たな一要因を提供したことである。制御焦点
理論を用いることで，促進焦点にプライミング
された消費者に対し「促進（promotion）型の

表 —— 4　促進焦点・予防焦点プライミングにおける妥協効果
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カテゴリカル属性」を，予防焦点にプライミン
グされた消費者に対し「予防（prevention）型
のカテゴリカル属性」をシグナルすることで，
妥協効果は軽減するということが検証された。
　このことは，実務的貢献にもつながる。店頭
を見渡せば，促進型カテゴリカル属性の表示と
予防型カテゴリカル属性の表示とが混同して示
されていることが多々ある。たとえば歯磨き粉
の場合，「歯周病予防（＝予防型カテゴリカル
属性）」という表示の真下に「歯を白くする（＝
促進型カテゴリカル属性）」という表示があり，
そしてその下に多くの歯磨き粉が陳列されてい
る場合がある。歯周病予防という表示のもとに
はそれに合致した属性を持つ商品を陳列し，歯
を白くするという表示のもとには同様にそれに
合致した属性を持つ商品を陳列すべきであり，
目標志向の合致した消費者にシグナルすべきな
のである。つまり，消費者の目標志向と不適合
な商品属性を混同してシグナルすることに対す
る警笛を提供した。
　
2. 今後の課題
　第1に，現実のマーケティング活動に本研究
成果を用いるための，一般化へ向けた，さらな
る検証をすすめることである。本研究では，先
行研究にならい制御目標のプライミングを行
い，促進焦点にプライミングする参加者と予防
焦点にプライミングする参加者を操作した。参
加者自身が「理想」や「願望」として叶えたい
と思っていることを自由回答させることで促進
焦点を活性化させ，一方，参加者自身が「義
務」や「責任」として果たすべきだと思ってい
ることを自由回答させることで予防焦点を活性
化させた。結果，促進焦点にプライミングされ

た消費者に対し「促進型のカテゴリカル属性」
を，予防焦点にプライミングされた消費者に対
し「予防型のカテゴリカル属性」をシグナルす
ることで，妥協効果は軽減するということが検
証された。しかし，このようなプライミング操
作方法からは，必ずしもマーケティング施策へ
一般化することが困難である。たとえば，歯磨
き粉売り場で，消費者が恐怖とも思えるような
虫歯画像の広告を見て，本研究で自由回答させ
たような「義務」や「責任」を思い描くとは限
らない。同様に，歯が白いタレントが笑顔で笑っ
ている広告を見て，「理想」や「願望」を思い
描くとも限らない。今後，より現実的なマーケ
ティング活動や広告活動にそったプライミング
操作方法を作成するとともに，そのような現実
的方法によって検証することで，本研究成果の
一般化を目指していく必要がある。
　第2に，追加分析の必要性である。対数線型
モデルなどを用い，妥協効果の軽減要因に何が
影響しているのか，個別要因を解明していく必
要がある。たとえば，具体的なデモグラフィッ
ク属性を考慮して，制御目標のプライミングが
うまくいかなかったグループと，成功したグ
ループ間での妥協効果の影響などを検証するこ
とである。
　第3に，マニピュレーションをより強度にす
る必要性である。本研究では，調査に参加した
すべての人を対象に行った制御目標のプライミ
ングがうまくいかなかった。このため，促進焦
点のプライミングに成功した参加者と予防焦点
のプライミングに成功した参加者のみのデータ
を使用することにしたが，このことに対する改
善策を考える必要がある。参考となる研究とし
て，Mourali, Bockenholt, and Laroche（2007）
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がある。この研究では「正当化（justification）」
という概念を導入し，マニピュレーションの精
度を高めている。つまり「他の選択肢ではなく，
なぜ“それ”を選択したのか」という理由を同

時に尋ねることで改善している。
　第4に，過選択肢状況下研究への発展である。
本研究の結果は，カテゴリー化の方法として新
たな知見を見出すことができると考えられる。

付録

調査票例　～価格の影響への対応～
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多すぎる選択肢を，促進型カテゴリカル属性と
予防型カテゴリカル属性に分類してグループ分
けした陳列棚をつくり，消費者の購買率や満
足度を検証するのである。Mogilner, Rudnick, 
and Iyengar（2008）は，内容に関係なくカテ
ゴリーの存在が，選択する商品分野に精通して
いない人の満足にポジティブな影響を及ぼすと
検証しているが，本当に内容は関係ないのだろ
うか。ただ単にカテゴリー別に商品を並べれば
消費者はそれで満足して購入するのだろうか。
促進型カテゴリカル属性と予防型カテゴリカル
属性に商品をグループ分けした効果を検証する
とともに，流通業者・製造業者にとって，顧客
のライフタイムバリューを最大化させるような
グループ分け陳列は何か，売上や利益を最大化
させるような好ましいグループ分け陳列は何か
を検証していく必要性がある。
　
　
注
　 Q2，Q3 では，例えば Q1 で 1 と答えた参加者には，

Q2 では a（1. 属性度 =7 かつ 198 円，2. 属性度 =3
かつ 98 円）のみ，Q3 でも a（1. 属性度 =9 かつ 248
円，2. 属性度 =7 かつ 198 円，3. 属性度 =3 かつ 98 円）
のみしか参加者の回答画面上には表示されないよう
になっている。Q1 で 2 と答えた参加者には，Q2，
Q3 では b のみが回答画面上に表示される。Q1 で 3，4，
5 と答えた参加者に対しても同様である。
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